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格（税込）を p R 、販売費をa R 、環境や状態など外生的要因に関する情報を表す変数（状
態変数）を  \ 0vR 、商品の個別需要量を , ,p a v を独立変数とする 2C －級の関数
3:f    R R の値として表せば、市場の需給均衡を示す条件式は以下のように示される。 
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R pq                                    (2-2) 
 
さらに、政府の税収をT R、従価税率を  1,Pt    、従量税を Qt R、販売費課税率
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t は取引量の単位当たりの課税額である。利潤を  \ 0 R 、企業の直面している費用
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                     (2-9) 
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ことを示した。よって、この関係式は状態変数 vや租税変数 , ,P A Qt t t などの与件の変化の影響を分











                                           (2-10) 
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1 0A A A A A A
put
     





    
 




, 2 , , 1
, , , 0,1
pp paaa
A
put put put put
p pp p p pp a a p
a aa a a a
A A
A A A A A A
put put put put
q C q ff ffff
f f f f
   

 









         
 
 




        





SOCs は , ,A A A  
  
の値によって特徴づけられ、これら３つのパラメータの間の関係が満たすべき
条件となっている。SOCs よりパラメータ , ,A A A  
  
について次の補題 A が成立する（証明は付
録 B,C を参照）。 
 
補題 A 
SOCs を満たすとき、 , ,A A A  
  
について以下の関係が成立する。 
 (L1)： , ,A A A  
  
のうち少なくとも二つの値は正である。 








                                     (2-13) 
 









の各内生変数に関する性質を分析する。与件として与えられる状態変数 vと政府の租税 , ,P A Qt t t に
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 a  p

 q  R  

 
a    sgn P A     sgn Q A     sgn R A     sgn A    
p
 
 sgn A P      sgn Q P     sgn R P     sgn P    
q   sgn Q A     sgn Q P      sgn R Q 
 
  sgn Q    
R   sgn R A     sgn R P     sgn R Q 
 
   sgn R    
    sgn A     sgn P     sgn Q     sgn R     
      
















均衡の体系に関して本質的な情報を決定づける、 , , , ,A P Q R    






FOCs［ a］：              A A P V V P A Q        
                                     (3-2) 
FOCs［ p］：              A A P V V P Q        
                                      (3-3)  
市場の均衡式：                   A P Q V   
                                      (3-4)  
売上高の恒等式：               1A P R V                                          (3-5) 
利潤の定義式：                 V P QA A Q      
      
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

      
   
      
    
   
     
           
             (3-7) 
det 0A                                     (3-8) 
 
式(3-8)より、これらの５つの方程式は独立している。式(3-7)より変数間の相関関係が主に , ,  
, , , , , , , ,A V V V P A Q        
        の10個のパラメータによって特徴づけられている。特に、 は費
用関数の二階微分Cの均衡における値の情報を反映し、 , , , ,A V V    
     は個別需要関数の二
階偏微分係数 , , , ,aa pp pa pv avf f f f f の均衡における値の情報をそれぞれ反映している。さらに、
, , ,V P A Q   
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式(3-10)より、均衡における各内生変数が , , ,P A Qt t t vにそれぞれ依存して決定される。 (3-10)の１






示している。さらに、(3-10)の２行目の関係式より、 p v  の値の符号は ,A V 
 
の値の符号に強














変数 X  
v  Pt  At  Qt  
変数
Y  
a   sgn V A V         sgn A     sgn A  
p
 
 sgn A V V        sgn A   sgn A    sgn A   
q   sgn V A A V A              sgn A
   sgn A    
R   sgn V A A V A                sgn A
   sgn A   sgn A  
           
 












［均衡における avf の値が高いとき、 A V 
  は大きいの値を持つ。］ 
(P2)：均衡における価格と状態変数に対する需要量の交差偏微分係数の値が高い商品（状態の
変化）であるほど、状態変数と最適価格は正の相関を持つ。 




して変動しやすい。［均衡における aaf の値が高いとき、 A
 は大きい値を持つ。］ 
(P4)：均衡の需要量が価格に対して逓減的な商品であるほど、最適価格は与件の変化に対して

















V V P A A A A P       































支払総額R、販売活動 aを独立変数とする 2C －級の関数
3:U  R Rの値とし、以下のように
表す。 
 
 , , ,U q R a v                                 (4-1) 
 1RU    
 












 , , ,
def
S U q R a v T                                 (4-2) 
 
このとき、 qU p




   1A q vdS U da U C q dq U dv                            (4-3) 
 
式(4-3)より、社会的余剰 S が , ,a q v  の関数となっている。さらに、 0,qU p
  0vU  のとき、
式(4-3)は Becker and Murphy（1993）が示した”surplus criterion”を提示するために用いた関係式
に対応する。 
ここで、市場の需給均衡式 (2-1)より q は , ,p a v  の関数であり、企業の最適解 ,p a  は
, , ,P A Qt t t vの関数であるため社会的余剰は以下の３つの関数の形で表現できる。 
 
     , ; , ; , , ;P A QS S a q v S p a v S t t t v                        (4-4) 
 





Becker 等は式(4-3)を用いて導出されるdS da の値を用いて、 aの社会的最適水準からの乖
離に関する基準（”surplus criterion”）を提示した。しかしながら、式(4-3)より社会的余剰は状態変
                                                   
4       , , , , , , , , ,
def
V p a v U f p a v p f p a v a v        として定義すると    , , ,p q pV U p f p a v q     
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     
                      (4-5) 
 q
S





    





   0 1 0QAa q
S






     








    





   0 0QAa A q Q
S






    

                 (4-9) 







   

                       (4-10) 
 
ここで、定義より   0Qp t C q













U p t   と a AU t の値に依存
する。
q Q
U p t   は取引量の負の限界的外部性と取引量単位当たり課税額との差について表現









このとき、(4-7),(4-8),(4-9),(4-10)より以下の命題 B が得られる。 
 
命題 B 
(P6)： 0q QU p t
    と 0a AU t  が成立するとき、販売活動は社会的最適水準となり、商
品価格社会的最適水準に比べて高い水準となる。（ただし、 1aU  の場合に限る
6。） 
(P7)： 0q QU p t
      が成立するとき、商品価格は社会的最適水準となり、販売活動は
1aU  （ 1aU  ）の場合に過剰（過小）、 1aU  の場合に社会的最適水準となる。（ただし、
 C  が定数でない場合に限る。） 











t  の仮定の下では、    qU C q p C q         となり、  qU C q は独占の度合いを表現
する変数 と一致する。 
6 1aU  の場合、  1,At    であるため 0a AU t  となる販売費課税率は設定できない。仮に 1At   ならば、企業
の最適販売費は FOCを満たさず無限大に発散する。これは現実的ではない。また、 1aU  の場合でも、命題(P6)の条
件を無視して租税変数の制御することによって販売活動の社会的最適水準は実現可能であるが、その場合は









必要なパラメータに関する情報は  , ,qU p C q  の値に関する情報である。社会的最適水準の販
売費を SBa で表し、社会的最適水準の商品価格を SBp で表すと、商品市場における各々の租税政策
が実現された場合の市場の様子は図２のように表される。ここで、MRは限界収入曲線、MCは






命題(P8)は 1aU  である場合に、取引量によって生じる外部性・販売活動によって生じる外部
性・価格独占による死荷重損失の３つ種類の市場の失敗を同時に調整するような、企業行動につ
いての社会的最適水準を実現させるような租税政策（あるいは助成政策）が存在しないというこ





 ここでは、社会的余剰関数  , , ;P A QS t t t v を目的関数として用いて、租税政策と社会的余剰との
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                 
           (4-11) 












   
   
                 
         (4-12) 
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   
   
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    
  
    
  
                 (4-14) 
 
式(4-14)より、各租税変数の変化が社会的余剰に与える効果の間に関係が存在していることを示




式(4-11),(4-12),(4-13)をそれぞれ等号で満たすような従量税を Qt 、従価税率を Pt 、販売費課税率
を At としてそれぞれに表すと、租税変数に関する一階の条件はそれぞれ以下のように示される。 
 
   0 : 1q A a
Q QA
S a
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               (4-15) 
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               (4-16) 
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7 例えば、 ,Qdt   
    0A Pdt dt  で与えられる従量税の変化が持つ社会的余剰への効果（ dS
 ）と、
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の値を規制後も成立する aに関する FOCs に対応する式(3-2)を用いて求め、販売活動




























, 0AA A P Pdp dp
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0 0
, 0AP P A Ada da
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　　                       (4-19) 
0 0
,A A Q P P Qdq dq
          
 





     0 1a qdq
QA
a dq
dS dS U U C q q
q
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   
 
          
  
                (4-21) 
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         (4-22) 
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動を制限する場合の効果について表し、 0dq  のときに数量上限規制の効果を表し、 0dq  の
ときに数量下限規制の効果を表す。同様に、(4-22)は販売活動制限規制が実際に企業行動を制限す
る場合の効果について表し、 0da  のときに販売活動上限規制の効果を表し、 0da  のときに
販売活動下限規制の効果を表す。さらに、(4-23)は価格制限規制が実際に企業行動を制限する場合
の効果について表し、 0dp  のときに価格上限規制の効果を表し、 0dp  のときに価格下限規
制の効果を表す。 
特に、式(4-21)について以下の命題 D が成立する。 
 
命題 D 
(P10)：事後的な取引量に対する限界効用 qU の値が著しく低く、  qU C q 、 1aU  が共に予
測される商品については数量上限規制が有効な政策となる8。 
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            (4-25) 
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（ 1aU  ）の場合に価格上限（下限）規制が有効となる。 




  sgn X YdS dS
   
条件式 Y  
SBa a  
SBp p  
条件式  
X  
0dq   0    sgn 1aU dq   
0da 
 
  sgn 1A aU da       sgn 1aU da   
0dp     sgn 1aU dp     sgn 1A aU dp




















政策 A：租税政策   ,qQt U p
    A at U  と価格上限規制政策のポリシー・ミックス 
政策 B：租税政策  qQt U p 
      と販売活動（数量）制限規制政策のポリシー・ミックス9 
                                                   




政策 A は社会的最適販売費 SBa を実現する租税政策によって、取引量と販売活動によって生じ
る２つの外部性に対して対処し、価格上限政策によって独占による死荷重損失に対して対処して





ると、政策 A は実行するために , ,q aU U p
の情報を用いて租税変数を制御している。一方、政策
B を実行するためには、  , ,qU p C q  の情報を用いて租税変数を制御し、  sgn 1aU  の情報を
用いて制限規制政策を実行する。政策 A は企業の費用関数に関する情報を必要としないが、 At を
決定する際に aU の正確な値の情報が必要である。一方、政策 B は aU の正確な値を把握する必要
はないが、費用関数についての情報を必要とする。加えて、政策 A は 1aU  の場合に租税政策が
実行不可能であるが、政策 B は aU の値に関する制約はない。他方、政策 A は費用関数に関する
制約はないが、政策 B は  C  が定数の場合に租税政策が実行不可能である。政策 A と政策 B の
いずれについても、それぞれ長所と短所を併せ持っているため、市場の特性に合わせて検討し適
切に実施されることが望ましいと言える。 












































































                                                   
10 実証研究において、グッドウィル効果のような宣伝広告の持つ長期的な効果は肯定されてはいない。Ashley 
et al.（1980）は宣伝広告の需要量に与える効果は短期間で減衰し、持続的な効果は持っていないという結果を
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 
                  (A3) 
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いま、 0A A A A A A     
               が成立している。与えられた命題を示すためには、





0 0 0 0 0, 0
0 0 0 0 0, 0
0 0, 0 0, 0
A A A A A A A A A A A A
A A A A A A A A A A A A
A A A A A A A
           
           
      
              
 

              
 

        
   
                
                
            
 
これより、 , ,A A A  
  のうち少なくとも１つが非正であるとき、他の２つは正となることが言える、
よって、 , ,A A A  







SOCs より、 0, 0A A A A   
       が成立することは明らかである。よって、与えられた命
題を示すためには、 0A A 
   を示せば十分である。 
いま、  A A A A A                 である。右辺の符号は、 0      より 0A A 
   であ
るときに  sgn A  と一致する。また、 0A A 
   であるためには、 ,A A 
  のうちいずれかは少なく
とも非正である。このとき、 , ,A A A  
  のうち少なくとも２つは正であることから、 0A
  であ
る。よって、 0A A 
   であるときに 0A A 
   が成立する。次に、 0A A 
   であるときを考える。
このとき、 ,A A 
  の符号は一致する。ここでも、 , ,A A A  
  のうち少なくとも２つは正であること
より、 ,A A 
  はいずれも正である。よって、 0A A 
   であるときも 0A A 
   が成立する。すな
わち、 0A A 
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命題 A を証明する。 
 
def
V av v aff f f  、 , 0V av p p a af      より、 avf が高い値を持つ商品（あるいは状態の変化）
であるほど、 V は大きな値を持つ。さらに、   0A V V               であることから、
29 
 
V の値が大きいとき、 A V 
  は大きい値を持つ。これより、命題(P1)を得る。 
 1
def
V pv v pff f f   、 , 0V pv p p a af      より、 pvf が高い値を持つ商品（あるいは状態の
変化）であるほど、 V は大きな値を持つ。さらに、   0P V V               であるこ
とから、 V の値が大きいとき、 P V 
  は大きい値を持つ。これより、命題(P2)を得る。 
2
def
aa aff f  、 , 0aa p p a af      より、 aaf が高い値を持つ商品であるほど、 は小さな値
を持つ。さらに、
A A  






pp pff f   、 , 0pp p p a af      より、 ppf が高い値を持つ商品であるほど、 は小さ
な値を持つ。さらに、
P P  







p t C q    、  
def
qC q  、
,
0
p p a a
C      より、  C  が低い値を持つ商品で
あ る ほ ど 、  は 小 さ い 値 を 持 つ 。 さ ら に 、 Q Q  
              、






































                          (A7) 
                                                   
11 証明に際して、適宜 ,A A 
              ,A A A  




1aU  の仮定より、任意の ,A Pt t の組み合わせに対して、それぞれの条件付き偏微分係数の値はゼ
ロになることはない。式(A6)からは、 ,Q At t が同時にそれぞれの一階の条件を満たすことはない。
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  
                     (A9) 
 
すでに、 ,Q At t が同時にそれぞれ一階の条件を同時に満たすことはないということは示されている
ため、式(A8)の条件付き偏微分係数の値をゼロにするような ,Q Pt t の組み合わせも存在しない。す
なわち、任意の ,Q Pt t の組み合わせに対して、   0qU C q  である。よって、(A9)の条件付き偏













条件式 Y  
0da   0dp   0dq   
A AY
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Externalities exist when companies perform sales activities (e.g., advertising and sales promotions). 
However, welfare analysis of policy effectiveness, such as taxation/regulation on sales activities, has not 
been sufficiently conducted. Existing studies have mainly focused on specifying the deviation factors of 
sales activities from the socially optimum level, so the influences of tax policies on corporate activities 
have not been analyzed. Moreover, changes of extrinsic factors should be studied to determine the 
effectiveness of restrictive regulatory policies. This study extends the conventional methods of analysis at 
these points and analyzes the interactive effects of six types of policies composed of taxation and 
regulations: (1) selling expense taxes, (2) ad-valorem duties, (3) specific duties, (4) sales restrictions, (5) 
price controls, and (6) quantity restrictions. As a result, I propose as effective policies two types of policy 
mixes: (a) taxation (selling expense, ad valorem, and specific duties) and price cap regulation and (b) 
taxation (ad valorem and specific duties) and sales activity regulation. 
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